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１２ 国民健康保険に対する国庫負担の更なる拡充について 

（厚生労働省関係）  

要望内容 

１ 国保の財政基盤強化のため措置された毎年度の財政支援の確実

な実施及び国保財政の悪化に対する国庫負担の更なる拡充 

２ 障害者等に対する医療費助成を地方自治体が行う場合の国保国

庫負担金等の減額調整措置の完全廃止 

 

（要 旨） 

１ 国保の財政基盤強化のため措置された毎年度の財政支援の確実な実施

及び国保財政の悪化に対する国庫負担の更なる拡充 

国保は、他の医療保険制度と比較して被保険者に占める高齢者や低所得

者の割合が非常に高く、各保険者は財政健全化に懸命に取り組んでいるも

のの、一部の保険者においては、依然として一般会計からの繰入れに頼ら

ざるを得ない状況にあり、その財政基盤は極めて脆弱です。 

平成３０年度から、国保が都道府県単位化され、市町村は都道府県とと

もに、国保財政の健全化に取り組んでいるところですが、国保の財政基盤

強化のため措置された毎年度３，４００億円の財政支援は確実に実施する

よう、お願いいたします。 

また、高齢化の進展、医療の高度化に伴う一人当たり医療費の増加等に

より、今後も国保財政の悪化が見込まれることから、国民皆保険を支える

国保の安定的な運営のため、国庫負担の更なる拡充など必要な財政措置を

行っていただくよう、格別の御配慮をお願いいたします。 

 

２ 障害者等に対する医療費助成を地方自治体が行う場合の国保国庫負担

金等の減額調整措置の完全廃止 

障害者やひとり親家庭等に対する医療費助成は、本来、社会的に弱い立

場にある者を支援する観点から、国の施策として統一的に実施されるべき

ものです。 

しかしながら、国におかれては、市民ニーズや必要性、緊急性等から地

方単独事業として医療費助成を実施する地方自治体に対し、医療機関への
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安易な受診を促し医療費が増加しているとして、国民健康保険の国庫負担

金等の減額調整措置を行っており、地方自治体の財政上の課題となってい

ます。 

  令和６年度から、こどもの医療費助成に係る減額調整措置が廃止されま

したが、障害者等を対象とする全ての減額調整措置を速やかに廃止するよ

う、格別の御配慮をお願いいたします。 

 

（参 考） 

１ 広島市国保の決算補填等目的の一般会計繰入の状況 

 繰入額 

令和５年度 0円 

令和６年度 21.2億円（予算額） 

令和７年度 10.2億円（予算額） 

 

２ 広島市国保と健保組合の比較（令和４年度） 

 広島市国保 健保組合 

65～74歳の割合 45.5％ 3.5％ 

１人当たり医療費 431千円 184千円 

 

３ 広島市国保における地方単独事業に係る国保国庫負担金等の減額状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

こども医療 8,783千円 16,791千円 17,707千円 

重度心身障害者医療 521,422千円 516,477千円 459,861千円 

ひとり親家庭等医療 58,677千円 56,958千円 53,651千円 

合計 588,882千円 590,226千円 531,219千円 

※こども医療に係る減額調整措置は令和 6年度から廃止 

 


